
「市民ウォッチャー・京都」事務局長として、京都
市政のムダ・不正・不祥事を明らかにさせ、違法な
支出をただしてきました。

弁護士として26年、水俣病の被害者救済、非正規労働者や
社会的弱者の権利実現など約2000件の事件をとりくんできまし
た。市民を一人も見捨てない、そんな京都市政をめざします。
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津波被害の現場を調査＝岩手県陸前高田市、５月

私のホームページ、
ブログをご覧ください
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http://neo-city.jp

検索

中村和雄
なかむら
かずお

2012年 2月
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「循環」「底上げ」「参加」をキーワードに

こんな京都市政が続いたら大変

原発
原発の放射能問題について、京都
市長は「京都市域にはあまり大きな
影響はない」（４月20日記者会見）と
発言。「脱原発」の立場に立とうとし
ません。関西電力の株主総会（京都市
は株主）では、脱原発を求める株主提
案に反対しました。

医療・福祉
3年連続値上げの国民健康保険料。国
保会計は３年連続で黒字です。滞納が
５万世帯、正規保険証の事実上の取り上
げは２万件にものぼります。子どもの学
資保険まで差し押さえています（09年度
24件）。一方、子どもの医療費無料化は
府内最低（通院３歳未満は京都市のみ）。

いっそうのリストラ・サービス切り捨てが…
市税軽減措置の見直し（単身高齢者など20万人が対象）、敬老パスの対象者抑
制と自己負担の引き上げ、教育部門・消防部門の人員削減などが計画されています。

経済・雇用の
ボトムアップと循環

京都経済全体が元気になるには、支え手
である中小企業の「底上げ（ボトムアップ）」
が不可欠。中小企業振興基本条例の制定、
住宅改修助成制度の創設・耐震改修助成制
度の拡充などの支援策を実施します。京都
市発注の仕事に関わるすべての労働者の最
低賃金を引き上げる「働き方を変える京都市
公契約条例」をつくり、非正規雇用問題の
解消にとりくみます。

２

行政の透明性と
地域内分権

一部の者を特別扱いするアンフェアな市政
を転換し、しがらみのない透明・公正・公平
な市政を実現します。「市民参加」は意見を
聞くだけでは不十分です。全行政区に「区民
協議会」を設置し、市民が政策決定・予算執
行に直接参加できるシステムをつくります。

４

脱原発・再生可能
エネルギーへの転換

30年以上の老朽原発は直ちに廃止し、そ
の他は10年以内に順次廃止するよう国に働
きかけます。地域経済の再生に高い効果を
生む自然エネルギーへの転換を、京都府と
連携して進めます。子どもと市民を放射能汚
染から守るため、調査・監視を強めます。

１

生活保障・医療・
教育の充実

セーフティネット機能の再建を市政の優先
課題とし、誰もが払えるように国民健康保
険料を引き下げます。子どもの医療費助成
制度の拡充など子育て支援、女性の社会進
出の推進、教育条件の格差是正にとりくみ
ます。

３


